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　はじめに
  スターリングラートでのドイツ軍の壊滅的な敗北に始まり，三大国首脳のテヘラン会談で終
わる 1943 年は，戦場での連合国の優勢が明瞭になるとともに，戦後に向けて大国による講和
が姿を現す過程であった。
　11 月末～ 12 月初めにテヘランで開催された最初の首脳会談で，英米ソの指導者は，戦中・
戦後の三大国間の協力について協議し，懸案だったヨーロッパの「第二戦線」問題について，
1944 年 5 月に西側連合国が北フランス上陸作戦を実行し，それに合わせて東部でソ連軍が攻
勢をかけることに合意した。戦後のドイツ問題や国際組織創設の課題と並んで，ソ連との協力
を得るために英首相チャーチルが重視したのは，ポーランド問題だった。覚悟を決めたイギリ
スは，カーゾン線を基礎とする東部国境だけでなく，オーデル川までの西部国境についてもソ
連側の主張におおむね同意した。チャーチルは後に，「勝利のときと，ロシアのあらゆる危険
が去ったときに，ロシアが示すであろう態度を疑い，その疑いの上に計画を立てることは，西
欧デモクラシー国としてはテヘランにおいて取るべきことではなかった」と回想録で弁明して
いる [ チャーチル 4, 1984: 123]。
　この会談でいよいよ明確になったことは，戦後のドイツ・ヨーロッパに対する大国の講和と
いう方式であった。弱体化したイギリスがソ連と協調して戦争に勝利し，戦後の講和を取り決
めるためには，ソ連と対立するポーランド亡命政府の主張は認めがたかった。国境問題の決着
には程遠かったものの，ここでのソ連との合意は，そこに住むドイツ系住民の大量移住の問題
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を浮き彫りにし，戦後ドイツの処遇にも影響を及ぼすことになる。しかし，一般原則はともか
く，戦後ポーランド国境が西に移動することになればなるほど，該当するドイツ人の人数は膨
大な数に膨れ上がり，この問題を検討したイギリス政府部内でも異論が表面化する。
　この問題への取組みで先行したチェコスロヴァキア亡命政府は，ポーランドとの連携に見切
りをつけ，大国との協力による戦後の安全保障と 1937 年国境の保証，移住によるマイノリティ
問題の解消に向けて動き出していた。12 月にソ連と友好条約を締結するため訪ソしたベネシュ
大統領は，スターリン，モロトフとだけでなく，亡命中の自国の共産党指導者とも会談を行い，
戦後の政治的・経済的協力，戦後の国内的変革および「戦後の共和国におけるドイツ人問題の
最終的な解決」について話合いを行った。ベネシュは，ソ連の合意を手にしてドイツ人の強制
移住を各方面に呼びかけていくが，後から振り返れば，それもまた大国の罠にはまりこむこと
を意味した [ 相馬 2012 ② ]。
　一方，この間に，ロンドンやストックホルムの社会主義亡命者の間でも，戦争終結を見越し
て戦後変革の構想が練られるようになった。中立国スウェーデンでは，ノルウェー労働党の亡
命者を軸に，ドイツやオーストリア，それにスウェーデンの社会主義者が加わった討論サーク
ルが結成され，1943 年 5 月に「民主的社会主義者国際グループ」（「小インターナショナル」）
の名で「平和目標」を発表する。これには，戦後，西ドイツ，オーストリアの首相となるブラ
ントとクライスキー（Bruno Kreisky）が加わっていた。
　ロンドンでは，1941 年 3 月にドイツ社会民主党亡命指導部（ゾパーデ）を中心に創設され
ていた「在英ドイツ社会主義組織連合」が，1943 年 10 月に「ドイツ社会主義者の国際政策に
関する宣言」を出す。いずれのグループも，国際平和を達成するために戦後ヨーロッパの連邦
制的再編をめざしており，その点では，ヤークシュらズデーテン・ドイツ社会民主党亡命組織
の目標と重なる部分があった。だが，国際的な連携がそこから浮かび上がることはなく，ベネ
シュと対抗するヤークシュは，すっかり孤立し，窮地に陥っていた。
　本稿は，1943 年後半から 1944 年初めにかけて大国の講和が明らかになっていく過程で公表
されたこれら社会主義者の戦後構想をまず考察し，続いて，住民移住に関わるチェコスロヴァ
キア亡命政府の攻勢とイギリス国内での議論，そしてヤークシュの対応について検討する。大
国間で話し合われた国境問題はドイツ人マイノリティの移住を前提としていたが，その具体的
な規模や方法，受入措置などについての検討はまだこれからであった。 
1．社会主義者の戦後構想
　戦争の趨勢が連合国優位になるにつれて，イギリスやスウェーデンに亡命していた国際的な
社会主義者の陣営でも，戦後に向けての準備が急ピッチで進行していた。
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　前の大戦の時と同様，第二次世界大戦の勃発に際しても，社会主義者の国際組織は，ファシ
ズムの打倒と革命を志向する左派・原則派と，民主主義を擁護し，「祖国防衛」を辞さない右派・
穏健派との間で分裂した。社会主義労働者インターナショナルは行動麻痺の状態に陥り，ヒト
ラーによる戦争の拡大とともに，各国の社会主義たちは亡命先での組織の維持に汲々とするこ
とになった [ 相馬 2008：165-168]。
　そのような中で，いち早く戦後に向けて綱領を発表できたのは，イギリス労働党であった。
労働党は，1940 年 2 月の「講和目的」で「ヒトラー体制の打倒」および民主主義と社会主義
に基づく戦後の「新しい世界秩序」を構想していた。1942 年 5 月の年次党大会に向けて公表
された労働党執行部の内部報告は，『旧い世界と新しい社会』と題され，戦後の再建問題に重
点をおく綱領案であった [ 相馬 2009 ①：155；The Labour Party 1942]。
　ドイツによって占領された国々から逃れた社会主義者が集中したのは，亡命政府と同様にロ
ンドンだった。だが，国際的な社会主義者の連携が実現したのは，ヒトラーが北欧諸国を席巻
した後，亡命者のもう一つの集結地になったスウェーデンであった。その間に，ロンドンの「在
英ドイツ社会主義組織連合」でも，戦後に向けての綱領の検討が始まっていた。ここでは，以
上のような社会主義者の戦後構想に焦点を当てる。
1.1． 「民主的社会主義者国際グループ」（ストックホルム）
　スウェーデンでは，1932 年 10 月から社会民主党のハーンソン政権が大胆な財政政策と公共
事業によって恐慌の克服と福祉政策の実現に乗り出していた。第二次世界大戦が始まり，1940
年 4 月にドイツ軍がデンマークとノルウェーに相次いで侵攻すると，ハーンソンを首班とする
挙国一致内閣は，中立を宣言しつつ，鉄鉱石の輸出や軍の領内通過などドイツの圧力に譲歩す
ることを余儀なくされた [ 百瀬ほか 1998：339, 349-352]。
　北欧諸国には，ヒトラー政権の成立後，多くのドイツ人亡命者，とくにユダヤ系の亡命者が
ドイツ，オーストリア，チェコスロヴァキアなどから流入していた。ドイツによる占領後，ス
ウェーデンに逃れた亡命者に対して，政府は公式にはドイツとの関係から厳しい制限と監視の
態勢をとった。しかしその一方で，社会民主党や労働組合を初めとする労働運動や民間のさま
ざまな援助団体が，避難民・亡命者の受入れに協力した。政権党である社会民主党も，戦局
が連合国側に有利に傾くにつれて亡命者の取扱いを緩和するようになった [Müssener 1974: 45, 
60-91]。
　そのような状況の下で，ストックホルムに集まった社会主義者の国際的な連携を推し進め
たのは，ノルウェー労働党の亡命指導者たちであり，とりわけ労働党のトランメル（Martin 
Tranmæl）のグループだった。その中には，もともとドイツ社会主義労働者党の指導者として
90	 離散と抵抗：ズデーテン・ドイツ社会民主党亡命組織（12）：相馬　保夫
亡命し，ノルウェーで労働党の編集者としても活躍するようになったブラントも含まれていた。
彼らは 1941 年から自分たちの「学習サークル」でノルウェーの戦後政策について検討を進め，
1942 年 6 月までに「平和目標に関する討議案」を作成していた。
　それを受けて 7 月 2 日に，ノルウェー労働党の主導でストックホルムの各国社会主義者が集
まり，「労働運動の平和目標」について討論した。さらに議論を深めるため，その秋から「平
和問題国際検討サークル」が結成され，そこで社会主義者共同の戦後構想を取りまとめること
になった。この討議には，ノルウェー労働党，スウェーデン社会民主党の指導者だけでなく，
ズデーテン・ドイツ社会民主党亡命組織スウェーデン代表のパウル（Ernst Paul）ドイツの労
組指導者タルノ（Fritz Tarnow），オーストリアのクライスキーや，ハンガリー，チェコスロヴァ
キア，フランスの社会主義者など実にさまざまな地域の労働運動指導者（12 ヶ国，時に 14 ヶ
国からおよそ 60 人）が加わっていた。彼らの間には戦前からのインターナショナルの活動を
通じての社会主義者の国際的なつながりがまだ生きており，それに加えて，危機を克服し，国
民政党として社会に根をはったスウェーデン労働運動による支援があった。参加者が組織代表
としてではなく，個人として参加していたことも，それを可能にした要因であった。
　綱領の策定を任された委員会は，1943年 3月までに「民主的社会主義者の平和目標」をまとめ，
5 月 1 日に「ストックホルム労働者コミューン」1) とともに開催したメーデー大会で「民主的
社会主義者国際グループ」の名で公表した。大会で説明に立ったブラントは，戦争の終結が近
づく中，社会主義者にとって重要なことは，ファシズムの敗北だけではなく，平和を自らの手
で勝ちとることだと述べた。「平和目標」には，社会主義勢力のめざすべき目標として，人民
による支配，個人の自由と法的安全，経済的・社会的公正，経済の包括的な管理，最重要生産
部門の社会化と計画経済，労働と福祉の権利，平和と協力，帝国主義の排除，民主的管理下の
国際的な計画，そして「社会主義的民主主義」の実現などが掲げられていた [Rathkolb 1986: 
260-265; Brandt 2000: 88-104; Misgeld 1976: 45-92; Merseburger 2002: 88-183]。
　「目標」は，ローズヴェルト大統領の「四つの自由」と大西洋憲章に基づき，住民の希望と
合致しない領土変更に反対して民族自決を掲げる一方，それだけでは解決がつかないマイノリ
ティの問題について連邦制と国際機関による保護を打ち出していた。
　中・東・南欧において新たな国境線を定めるに当たって民族原理だけでは決定的となりえ
ない。どのように国境が引かれようとも，今後も民族的マイノリティは存在するだろう。連
邦秩序がこの問題の唯一理性的な解決法である。
　マイノリティは，自分たちの経済的，社会的，民族的，文化的利益を守ることができなけ
ればならないし，彼らに自治が認められなければならない。マイノリティの構成員には，国
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家内での経済的，社会的，民族的，政治的な同権が憲法で確保されなければならない。これ
らの権利は国際的に保証されなければならない。
　有効な国際機関によって，小規模な集団や個人が自分たちの民族的およびその他の権利を
行使しうるような保証が生み出されなければならない。そうした保証は，関係する住民集団
が自分たちの属する国家に対し完全な忠誠を守ることを前提にする。
　住民集団の民族的な追放や移住によって生じる不正は回復されなければならず，新たな不
正が生み出されることは阻止されなければならない。
　「目標」のこの部分には，ヤークシュの同僚だったパウルの意見が反映されているように見
える 2) 。しかし，同時にこの部分が抽象的・一般的な主張に留まり，現実の国境線やマイノリティ
への具体的な言及を欠いているのは，それが妥協として成立したことを表している。実際，こ
れに関する大会での議論はすれ違いに終わった [Misgeld 1976: 66f.]。
　さらに，「目標」は別の個所で，「共通の利益を有する諸国の地域的な結合」に言及し，将来
のヨーロッパの平和を確保するために小国の「地域連邦」を「ヨーロッパの連邦制」と組み合
わせることを提唱した 3) 。この時期には，ポーランドとチェコスロヴァキアによる中欧連邦の
試みはソ連の反対で挫折しかかっていたが，ここには，北欧諸国の地域的連携を模索するトラ
ンメルらの立場も映し出されていると思われる。
　「目標」はこの他，ドイツの民主化，戦争犯罪者の処罰と武装解除・軍備縮小，国際連盟よ
りも平和維持に有効な国際機関の創設，ソ連との友好関係，経済的な協力と国際的な計画経済，
植民地諸民族への援助，社会主義インターナショナルの再建と国際的な労働者統一などを目標
に掲げていた [Brandt 2000: 88-104]。
　「民主的社会主義者の平和目標」は，各地の亡命社会主義組織にも送られ，概して好意的に論
評された。これに対し，ドイツ社会民主党のスウェーデン亡命指導部は，討論に加わらなかっ
たばかりか，「目標」を激しく批判した。それが大西洋憲章に立脚し，反ドイツ的な内容を含ん
でいる，ソ連や共産党との協力が明記されていることなどが反対の主な理由だった。実際，コミ
ンテルンは解散されたものの，この夏には「「自由ドイツ」国民委員会」が結成され，ソ連外交
と歩調を合わせた共産党の動きが活発になっていた [Misgeld 1976: 86-89；相馬 2012 ②：280f.]。
　国際グループの議論に参加したクライスキーは， 7 月 28 日，ストックホルムで開かれた「オー
ストリア社会主義者クラブ（Klub österreichischer Sozialisten）」の総会決議で，「自立し，独
立した民主的共和国「オーストリア」の再建」を要求した。決議は，「大ドイツ主義」との非
難に反論し，チェコスロヴァキアを初めとする民主的な隣国との同盟を擁護するとともに，
「チェコスロヴァキア共和国から来たドイツ人社会民主党員の嘆かわしい兄弟げんかに完全な
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中立である」ことにあえて言及した。
　1938 年 3 月の独墺合邦の後，スウェーデンに亡命していたクライスキーは，党指導者オッ
トー・バウアーを師と仰ぎながら，ブッティンガー（Joseph Buttinger）らの亡命組織「オー
ストリア革命的社会主義者（Revolutionäre Sozialisten Österreichs）」が受け継ぐ合邦論とは早
くから距離をおき，民主的なオーストリアの独立を訴えていた。この方針はその後， 11 月 1 日
の「モスクワ宣言」で国際的に認められることになる [Kreisky 1986 :387-403; Rathkolb 1986: 
271f.; Petritsch 2013: 81-102; Röhrlich 2009: 66-92 ; Maimann 1975: 32-36 ]。
1.2． 「在英ドイツ社会主義組織連合」（ロンドン）
　ロンドンのドイツ社会民主党亡命指導部（ゾパーデ）は，ストックホルムでの成果について，
国際的な社会主義者の連携が「ロンドンではもっと有利な前提がありながらまだ行われていな
い」ことを嘆いた [Misgeld 1976: 87]。実際，ドイツが占領した諸国の亡命政府が集中したロ
ンドンでは，占領からの解放と自国の再建を優先する亡命政府への参加によって社会主義者独
自の行動が困難な面があった。これらの亡命政府が，連合国の一員として政府筋との直接交渉
が可能だったのに対し，ドイツの亡命社会主義者には，挙国一致内閣に参加する労働党を介し
てのルートしか開かれていなかった。しかし，労働党では，戦争当初とは異なり，ヒトラー反
対派への期待はすっかり薄れ，ドイツに対して厳しい処遇が要求されるようになっていた。
　1942 年 5 月の労働党執行部の報告『旧い世界と新しい社会』は，「敵に対する完全勝利」の
信念を再確認し，戦後の国内的・国際的な再建の原則を表明したものであった。報告は，戦間
期の無秩序な競争の世界に逆戻りしないよう，完全雇用と社会福祉のための計画的な社会を
構想し，戦後福祉国家のヴィジョンを打ち出した。国際問題については，人種差別と植民地
資源の収奪に反対し，インドなどへの責任の委譲を掲げるとともに，「侵略国家」が二度と戦
争に訴えないための武装解除，「集団安全保障の原則」を実現するための国際組織の再建，「自
国の政府形態を決定する」権利，「主要生産手段の社会化」などを求めていた。報告は，戦前
からの党の国際政策を引き継ぐと同時に，イギリスの構造変革による再建を正面に出して，国
民に闘う決意と希望を訴えようとする，どちらかと言えば内向きのものであった [The Labour 
Party 1942]。労働党執行部はこの後，戦後の国際的取り決めに関する検討に着手することにな
るが，その過程でドイツに対して厳しい政策を求める「ヴァンシタート主義」の影響が増して
くることになる。
　一方，ゾパーデ執行部のフォーゲル，オレンハウアーらは，1941 年 5 月以降，「来る平和
と今後のドイツ」に関する綱領の再検討を始めていた。しかし，指導部がレープ（Walter 
Loeb），ガイヤー（Curt Geyer，党執行部員）との内輪もめから彼らと激しく対立するという
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事態が発生したため，その検討はいったん中断される。論争はもともと，ナチの侵略に対する
ドイツ人住民の態度の評価，ドイツへの一方的な軍縮の要求，ナチズム出現に対する社会民主
党の責任などの問題をめぐるものであった。だが，争いはそれにとどまらず，ドイツへの厳格
な取扱いを主張する労働党のジリース（William Gillies）らをも巻き込むことになり，これをきっ
かけとして 1942 年夏以降，ゾパーデと労働党との関係はすっかり冷却した [Eiber 1998: LXI-
LXII, CV-CVI. Cf. Röder 1968: 156-162]。
　戦後構想についての議論は，その後，1942 年秋から「在英ドイツ社会主義組織連合」に舞
台を移して続けられ，党の組織問題，新しい行動綱領に関連する経済問題や社会政策，憲法問
題，文化政策などが具体的に検討された。その内，最初にまとまったのは，急を要する国際問
題に関する宣言であった [Eiber 1998: LXII- LXIV, 162-180]。
　1943 年 8 月 6 日にフォーゲルとアイヒラー（Willi Eichler）は，国際政策に関する綱領の審
議について提案を行った。この提案に基づき，10 月 23 日に発表されたのが，「ドイツ社会主
義者の国際政策に関する宣言」であった [ 以下は要点。Eiber 1998: 275f., 296-298]。
1.  われわれは，国際的社会主義者として，国際社会主義労働運動やその他の民主的運動と
協力して戦争の諸原因を取り除く国際秩序を達成することを追求する。
2.  「われわれは，あらゆるヨーロッパ諸民族の連邦（Föderation）のために努力する。なぜなら，
完全な国民国家的主権は，ヨーロッパにおける経済的・政治的な存在諸条件とはもはや
相容れないからである」。「統一された自由なヨーロッパ」は，英米ソの友好的な協力関
係に立脚する必要がある。「諸民族のいくつかの集団だけを包括する連邦を創設した場合，
平和が確保できるのは，それらが国際組織に編入され従属したときだけである」。
3.  「ドイツ社会主義者の戦後の外交政策は，第一に，民主的なドイツをそのような国際秩序
に編入することに役立つものでなければならない。そのような政策が成果を収めるために
は，大西洋憲章の諸原則が民主的なドイツにも完全に適用されることが本質的に重要であ
る」。戦後のドイツ・ヨーロッパの平和と安全を保証するのは，強力な集団安全保障体制
である。この体制に対する民主的なドイツの貢献は，即時の軍備解体，軍事機構の解体
だけでなく，「ドイツ軍国主義の経済的・政治的な担い手」を軍需工業と大土地所有の接収，
行政機構の民主的な再建によって根底から取り除くことである。われわれは，「ヒトラ ・ー
ドイツが諸民族に加えた不法行為の補償，およびヨーロッパの再建に全力をあげて協力」
し，「ドイツの教育制度の徹底的な改革によって，新しいドイツ民主主義の首尾一貫した
和解・平和政策を実現するための精神的・道義的な土台」を生み出す。
4.  「われわれは，そのような外交政策のための内政闘争を，ヒトラー独裁の打倒後も強力な
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反動的諸勢力に対して行わなければならないだろう。われわれは，この闘争において国
際労働運動，あらゆる民族の進歩と平和の勢力の信頼と積極的な支援を見出すことを期
待する。」
　宣言は，1941 年 12 月の連合による宣言「ナチ独裁の克服」を引き継ぎ，フォーゲルらの提
案の趣旨に沿って，ドイツの国家としての存続と戦後の新しいヨーロッパ連邦への編入，平和
確保のための英米ソ三国の協力，国際的な安全保障体制，ドイツの即時の軍備解体，軍需工
業・大土地所有の接収，行政機構の民主的再建，徹底的な教育制度の改革などを要求していた。
そこには，ヴァンシタート主義に関わる議論が反映されていたばかりでなく，1943 年 7 月の
「「自由ドイツ」国民委員会」の宣言も当然意識されていた [ 相馬 2010 ①：108f.; 相馬 2012 ②：
280f.; Eiber 1998: 281-288]。
　この宣言について討議するために連合が11月16日に招集した国際社会主義者の会議で，ヤー
クシュは，ヨーロッパ連邦の要求に賛成し，その枠内で「大陸の工業的な西部と農業的な東部
との間の均衡」が図られることに期待をかけた。ベルギー労働党指導者で社会主義労働者イン
ターナショナル元議長のブルケール（Louis de Brouckère）は，小国の立場から，宣言の多く
の部分に同意する一方で，ヨーロッパ諸国の経済的なつながりや植民地問題を考えれば，ヨー
ロッパ連邦よりも国際組織の創設が解決策になると述べた [Eiber 1998: 302-304]。だが，宣言
がかなり抽象的な原則論に留まっていた限り，そこから先に話合いは進まず，社会主義者の国
際連携も生まれなかった。
2．住民の大量移住をめぐって
　戦後の国境問題に関連したドイツ系住民の移住についての本格的な検討は，スターリンの領
土要求が明らかになった後の 1942 年春からすでに始められていた。イギリスでは，外務省の
委託を受けた「国際問題調査・報道部」が中東欧における連邦制ないしは国家連合に関連して
国境線の変更に伴う移住問題について扱ったが，ドイツへの移住によってかえって民族主義を
煽ってしまう危険性を指摘していた。アメリカでは，国務省の「戦後外交政策諮問委員会」の
下でドイツの分割と国境問題が調査され，関係住民の意志の尊重という大西洋憲章の原則か
ら「最小限の国境修正と最小限の住民移住」が望ましいとみなされた [ 相馬 2010：250f.；相
馬 2012 ①：203f., 209]。しかし，ヒトラーの東方侵略によるユダヤ人やスラヴ人の大量虐殺が
伝えられるようになるにつれて，英米の政府や世論では，反ドイツ的な機運が高まっていた。
　それに対し，戦後のチェコスロヴァキア国境について三大国の承認を受けたとする亡命政府
のベネシュ大統領は，マイノリティ住民の移住を既定事実とみなし，すでにその具体的な実行
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方法の策定に取りかかっていた。1943 年 8 月に軍人グループがまとめた覚書は，連合国の承
認による国外移住，領土割譲との抱合せ，住民交換，強制移住の 4 通りを想定し，その実施プ
ランを検討していた。ベネシュが 12 月に訪ソした際に提示した覚書では，戦後の「ドイツ人
分子」の徹底的な一掃，ドイツ人財産の没収・国有化に伴う「社会革命と結びついた国民革命」
が主張された。しかもそれは，連合国が自国からドイツ軍を追い出し，占領する前の時機を捕
らえて自分たちの手で実施に移すと考えられていた [ 相馬 2012 ②：285-287]。
　こうした状況の中で，1943 年後半から 1944 年初めにかけてチェコスロヴァキア亡命政府は
自力での解決に向けて動き出し，イギリスでは住民移住，とくにその方式をめぐって喧々諤々
の議論が展開された。移住に反対し，ますます孤立していたヤークシュの怒りは収まらなかった。
2.1．住民移住の方式
　ベネシュ大統領は，モスクワでスターリンやモロトフ，共産党指導者に会って自らの戦後構
想を披露する前からすでに，自国民向けに激烈な宣伝を行っていた。共和国創立 25 周年を記
念し，その前日の 1943 年 10 月 27 日に行ったラジオ演説の中で，ベネシュは「われわれの国
では，戦争の終結は血でもって書かれなければならない」と呼びかけた。この 5 年間「ドイツ
人の強盗，国内の犯罪者」から被った被害を埋め合わせるための「本当の復讐の日」が来る。
兵士だけではなく，チェコスロヴァキア人がみな参加する「全国的な国民革命」を実行する，
またとないチャンスがやって来るのだ。「闘いに出よ，今日，明日，そして毎日！」と [Odsun 
2010: 416-418] 4)。
　その際にベネシュがとりわけ優先したのは，ナチスの侵略に関わった戦争犯罪者の処罰と追
放だった。そこには，ゲシュタポや親衛隊員，ヘンライン党の役員や警察，官僚，教師・学生，
利益をむさぼったドイツ人などが含まれた。1944年3月，チェコスロヴァキア軍の代表に向かっ
て大統領は，暴力による「反ドイツ革命」の実行を訴えた。われわれは，この度は「何らかの
ファシズム的な思想を実践した者全員」に対し「戦争責任者の処罰」から始めなければならな
い。ドイツ人はわれわれとは異なり，先の大戦で「精神的な革命」を経ずに，「汎ゲルマン主
義」に凝り固まっており，その 7 割から 8 割が「汎ゲルマン主義とナチズムの思想」を受け入
れた。「私は，罪ある者は全員追い出さなければならないという観点に立つ」。もちろん「つね
にわれわれと行動を共にしたドイツ人を追い出すなら，恩知らずということになろう。しかし，
共和国が戦後，国民国家になるという事実は変わらないのだ」と [ 相馬 2012 ②：287；Odsun 
2010: 447f.]。
　ベネシュが戦後を見通して自国民向けに着々と布石を打っていく中，イギリスでは，住民移
住についての議論が世論を巻きこんで広範に起こっていた。
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　1943 年秋に行われた政府部内の検討では，ドイツ人を大量に移住させた際に生じる責任に
ついて外務省ドイツ課から疑問が表明された。すなわち，政府は移住の原則を決めたものの，
イギリスの関与については何も定めていない。暴力的な追放は世論に受け入れられない。彼ら
を収容するにはイギリスの財政的な支援が必要であり，ドイツに深刻な経済的動揺をもたらす。
だから移住は長い時間をかけて段階的に国際監視下で行われなければならない。このように同
課のオウニールやトラウトベックは指摘した。
　他の省庁からも批判を受けたため，外務省は，1943 年 12 月，戦時内閣「休戦・戦後委員会」
の下に「ドイツ人住民移住に関する部局間委員会」を設け，ドイツの移住者収容能力，そのた
めに必要な措置，移住の機関，追放地域に及ぼす経済的な影響，連合国に必要な財政支出，国
際機関並びに人的支出，「難民をドイツ以外，例えばシベリアに収容する可能性」などについ
て検討させた。
　1944 年 1 月 20 日，外務省調査部の覚書「マイノリティ政策の選択肢」が提出された。覚書は，
国民国家を前提にしたマイノリティ問題の解決策として，マイノリティの保護か，それとも移
住や同化，両者の組合せによるその消滅か，という二つの方法の可能性を検討した。第一次世
界大戦後に国際連盟の下でとられた前者のような方法は，国家による差別・迫害に国際機関が
無力である以上，きわめて限られた保護しか提供できない。他方，マイノリティを消滅させる
ことによって問題を解決するための理想的な方法は，「民族の境界に沿って国境を引く」こと
だろう。しかし，移住による消滅がマイノリティに大きな苦難を引き起こすことは避けられな
いし，それが「報復主義的な感情」を呼び起こすなら，関係する地域に安定をもたらさない。
強制移住には選抜の問題が伴い，言語などの基準は不確かであるため，このやり方はたやすく
ない。主権が変わる場合，国籍選択による自発的な移住を残された者に対する強制的な同化の
威嚇と結びつけるやり方もある。いずれにしてもマイノリティの置かれた状況は地域によって
まちまちであり，すべてのマイノリティに単一の政策を適用することは適切ではない。覚書は
このように地域に応じた個々の選択肢の組合せしか，問題の解決に寄与しないことを明らかに
していた。
　部局間委員会は，1944年3月，国境線の移動に伴いドイツ系住民の移住が必要になるとしても，
それに伴う社会的・経済的な困難を軽減するため，最小限 5 年間にわたる組織的な移住が望ま
しいという方針に意見が一致した。イギリスは政策全体の責任を免れないが，最小限の参加に
留めるべきだ。また，ソ連の復興のためにドイツ人労働力が投入されるなら，ドイツへの再定
住問題の困難は緩和される。こうして，イギリス外務省内の意見は，人道的な理由からという
よりは，イギリス政府の責任を軽減するための方策の追求という色合いをしだいに濃くしていっ
た [Brandes 2005: 271-301; British Documents 1998 vol.4: 64-73; Kettenacker 1989: 451-454]。
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　この間に世論でも大量移住に懐疑的な意見が表明されるようになっていたが，「ヴァンシター
ト主義」的な立場から組織的な移住を強く勧告したのは，労働党のドールトン（Hugh Dalton）
であった。彼は労働党の大立者として各種の役職を歴任した熟達の政治家で，激しい反ドイツ
的な意見の持ち主だった。労働党執行委員会から「戦後の国際的取決め」に関する報告の起草
を依頼され，ドールトンが 1943 年にまとめた報告の原案には，そうした見解が露骨なまでに
表現されていた [Frank 2008: 61-67] 5)。
　・・・ドイツ人「民族的マイノリティ」は，戦間期，とくに 1933 年以降のヨーロッパの
厄介者の一つだった。この度，国境線が引かれ，地理的・経済的な便宜が図られるなら，す
べての民族的マイノリティは自らが属する国民国家に加わるよう促されるべきである。とり
わけドイツの戦後国境の外にいるすべてのドイツ人は，「本国への帰還」を奨励されるべき
だ。実際，そうすることが彼らの利益にかなっており，そのためには格好の時機だ・・・。
そのような住民の移動は，ヒトラーが全ヨーロッパで始めた膨大な「人口移動」，囚人と亡
命者の帰国という戦後の巨大な問題と比べれば，ささいなことにすぎない。・・・ヨーロッ
パやその他の地域の国境線は，現在は正確に予見できないたくさんの条件に照らして講和会
議で定められなければならない。労働党がこの段階で決まった国境の綱領に賛成することは
間違いだろう。しかし，われわれは，国境線を定める時に，ドイツの隣国，例えば最近のド
イツによる脅威と包囲の犠牲者チェコスロヴァキアとポーランドに「恐怖からの自由」を与
えようとしなければならない・・・。
　ドールトンが 1944 年 5 月か 6 月に開催が予定されていた労働党大会のために用意した報告
案では，その間の批判を受けて，表現がいくらか和らげられ，他の可能性にも言及された [The 
Labour Party 1944: 7; Odsun 2010: 457]。
　・・・自国の国境の外にいる中欧の「民族的マイノリティ」は本国に戻ることが促される
べきである。とくに戦後ドイツ国境の外にいるすべてのドイツ人は，現在いる国家の忠実な
国民になり，特別の特権を要求しないというのでない限り，ドイツに帰るべきである。実際，
彼らにそう忠告するのはそれが彼らの利益になるからだ。というのは，いずれにせよ戦後初
期に，ドイツが占領していた国々ではドイツ人に対する憎悪が激しくなり，それはわれわれ
にもアメリカ人にも実感することができないほどだからである。
　こうした地域の多くではドイツ人は，移住か虐殺かの選択を迫られざるをえないかもしれ
ない。・・・
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　この案では，現在の国家に忠実なドイツ系住民が留まる可能性に言及される一方で，戦後，
ドイツ系マイノリティに対する現地住民の憎悪が爆発する危険性が指摘された。この報告が 4
月末に発表されると，左翼紙ではそれに対する非難が相次いだ。曰く，それは「人種主義」の
ために社会主義を放棄するものだ，その字句通りに行動したら労働党の破滅である，無実なド
イツの労働者と農民にナチスの悪行の罪を着せることになる，などと。しかし，政権に参加す
る労働党の主流派は，こうした批判にもかかわらず，12 月に延期された労働党大会にドール
トンの報告を提案し，賛成多数で承認を得た。もっとも，そこで支持されたのは，住民移住が
マイノリティ問題の解決策として考慮されるという勧告にすぎず，国境の変更に伴うその具体
的な手続きや方法そのものではなかった [Frank 2008: 68-73]。
2.2．ヤークシュの怒り
　移住の是非に関する議論は，イギリスの新聞紙上も賑わした。1944 年 1 月 1 日付のロンド
ン紙『ニューステイツマン・アンド・ネイション』は，国際労働機関の委託で執筆され刊行さ
れたクーリッシャーの著作『ヨーロッパ住民の強制移住』[Kulischer 1943] について書評を載せ，
「先祖が数世紀にわたり耕してきた土地から住民が根こそぎにされると，それは良く見ても耐
えがたい感覚の喪失を意味する」と，強制移住が破局的な事態をもたらすことを警告した。
　・・・信じがたいほど非道な仕打ちを受けたポーランド人が人々の苦難を減らす補償を要
求する時にはいつでも，われわれは真っ先に彼らを支持するつもりだ。・・・文明化した心
の持ち主が本書を読んだ後で断固斥ける補償の形態は，さらに数百万人を先祖の故郷から不
必要に根こそぎにすることだ。この数百万人の内，圧倒的多数は労働者と小農であり，彼ら
自身がナチのテロの下で何もできなかったのだ。チェコ人が 300 万人以上のドイツ人住民を
追放すると語る時，同じ問題が別の形で起こる。もちろん，ナチスによるテロの実行に加わっ
た者は去らねばならないだろう。彼らのほとんどはおそらく，最初に殺されなかったら逃げ
るだろう。たしかにズデーテン・ドイツ人が国籍を選択し，結果を引き受けるよう求められ
ることは当然である。しかし，無差別の追放を採用することは，ヒトラーが流行らせたまさ
しくそのやり方にはまることになってしまう。「住民交換」について大雑把な議論がたくさ
ん行われている。その用語は公正なように聞こえる。しかし，この場合には交換の可能性
はない。交換されるようなポーランド人住民やチェコ人住民はドイツ本国にはいなかった。
1,000 万人の追加のドイツ人をひどく縮小させられた地域に詰め込むことは，われわれが採
用できる中でもっとも無謀でもっとも破滅的なやり方であろう。
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　ヤークシュはこの書評に賛同するコメントを読者投稿欄に送り，「あらゆる国のファシスト
と裏切者に対する垂直的な報復は，犯罪者の監獄への「移住」しか含まない。しかし，住民ま
たはマイノリティ住民の全体に対する住民の水平的な報復は，いずれにしても平和とは何も関
係ない」と喝破した（1 月 8 日付同紙）　[Odsun 2010: 440f.]。
　ジャーナリズムでのこうした論調にもかかわらず，ヤークシュは孤立無援だった。1 月末，
彼は「ズデーテン・ドイツ人の大量追放」に関する覚書を外務省や労働党議員，新聞社に送っ
て，イギリスの政策に怒りをぶちまけるとともに， 返す刀でチェコスロヴァキア亡命政府のや
り口を攻撃した。
　イギリス政府は，全住民に対する大量報復行為にはけっして同意しないと厳かに宣言し
た。数百万人の追放，彼らの全社会的存在の破壊――大量報復行為とはこの他に何を意味す
るだろう。罪ある者，それほど罪のない者，無実の者はこの過程でけっして振り分けられな
いだろう。そのことはいったいイギリス政府の宣言した政策，その点で言えば，大西洋憲章
の精神といかにして相容れるのか。
　チェコ人の政治の民族主義的傾向は，ロシアの利害と混同されるべきではない。よきヨー
ロッパ人で人道主義者，T.G. マサリクの弟子で後継者であるベネシュ博士が 300 万人の人た
ちを追放することを選ぶ時，なぜわれわれが明らかに人道主義者ではないスターリンに反対
するよう敬意を払うべきなのか。ソヴェト・ロシアが条約体系によって自国の安全保障を強
化する権利をもつことは議論するまでもない。もしこの政策が汎スラヴ主義的な歪曲を与え
られるなら，この考えはベネシュのものであってスターリンのものではない。・・・300 万
人のズデーテン・ドイツ人の追放を要求するのは，この汎スラヴ主義的な構想であって，ソ
ヴェト・ロシアの安全保障ではない。・・・
　ヤークシュはこう述べつつ，ズデーテン・ドイツ人の大量移住がチェコスロヴァキアに経済
的な損失をもたらすばかりでなく，戦後の混乱したドイツをいっそう不安定にすることを同時
に指摘した 6) 。
　しかし，彼は諦めてはいなかった。3 月 18 ～ 19 日に開かれたズデーテン・ドイツ社会民主
党亡命組織の党執行部会議でヤークシュはこう述べた 7) 。
　・・・国際情勢の中でズデーテン問題に対するチェコ人の政策の否定的な態度はさらにいっ
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そう強まった。決定的な側からの繰り返しの発言から，大量移住の危険が深刻に予想される
べきである。移住の政治宣伝は，アコーデオンでのように奏でられている。つまり，数十万
人の責任者だけが移住しなければならない，あるいは責任を有さない少数の者だけが残るこ
とができるかのような印象が交互に引き起こされている。依然として移住の擁護者は，きわ
めて敏感にイギリス世論での反対に反応している。・・・われわれが啓蒙活動を行う余地は，
相変わらず十分に残っている。50 万人のカルパト・ウクライナ人または 250 万人のスロヴァ
キア人にズデーテンの工業住民よりも多くの権利を与える計画は，根拠が薄弱すぎて，とに
かく民主的な批判に耐えない。・・・われわれが望んでいるのは，われわれの力を進歩的な
同盟政策のために無傷で保つことである。チェコ人，スロヴァキア人の陣営で政治的再編の
過程が進んで初めて，われわれはもっとはっきりと見ることができる。ズデーテン地方にお
ける強力な社会主義運動は，おそらくまだ熱望される盟友になりうる。しかし，ナチスが戦
争の最後の段階でチェコ国民にまだこの種の犯罪を冒すこと，それによって憎悪による解決
が解き放たれることも予測しておかなければならない。したがって，われわれは，故郷に対
するわれわれの責任を限定しなければならない。亡命中のわれわれの努力がいつか実りある
ものになりうるかどうかは，どの時点でズデーテン・ドイツ人の多数が自らナチ政権と決着
をつけるかにかかっている。故郷に対するわれわれのアリバイは，調達されている。われわ
れは，自治という別の選択肢を示した。・・・依然として自治による解決が，ひじょうに弱
体化した故郷の運動の幹部を孤立から解放し，住民大衆をナチスから政治的に切り離すため
の唯一の武器であり続ける。亡命者の降伏政策は，ナチスの手中にはまるだけだ。したがっ
て，われわれは，われわれの自治に関する決議から削除するものは何もない。それと並んで，
国際的な土台で来るべき政治的・経済的な解決へのズデーテン民主主義の共同決定権のため
に闘うという課題がある。
　会議は最後にこれまでの方針に沿った決議を採択した。
　社会主義の実現のための闘いは，諸国民が共生する健全な形態を求める努力からけっして
切り離せない。今後の展開が何をもたらそうと，われわれは，運動としてヨーロッパの社会
主義的信念という根っこからけっして切り離されないだろう。したがって，われわれは，チェ
コ人，ドイツ人，スロヴァキア人の民族問題を建設的に再編成するという課題に直面して，
民主的・進歩的な諸勢力が屈服することに加わることを望まない。われわれが万能薬として
称賛された住民移住を非難するのは，以下の理由からである。
　　a. ナチ犯罪者の正当な処罰を促進する代わりに困難にする。
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　　b. 新たな民主的信念の代わりに新たな憎悪の種を蒔く。
　　c. 戦争による経済的荒廃に新たな経済的・社会的な障害を付け加える。
　チェコ国民はとくに，多かれ少なかれズデーテン・ドイツ人の一部を追放することによっ
て，引き続きドイツ人，ハンガリー人，ポーランド人の隣に住まなければならないという歴
史的な運命を免れることはできないだろう。われわれがこの災いに満ちた傾向に反対する闘
いは，戦後の政策に民主的・社会主義的原則を適用するための大きな闘いの一部である。そ
れは，故郷における信念からの反対派に対する亡命者の義務遂行の一つである。党執行部は，
忠誠共同体の全構成員に，われわれの運動の将来を確保するために必要などんな犠牲も喜ん
で引き受けることを期待する。故郷の男女同志諸君がその苦難の道の最後でもっとも困難な
箇所を行く時期に，われわれが政治的理想とより高度な社会主義的な共同目標のために闘う
政治亡命者であると証明することがわれわれの使命である。
　ヤークシュの怒りの矛先は，指導部の政策を批判する同僚のタウプ（Siegfried Taub）にも
向けられた。「故郷の友人たちがわれわれの将来を強く信じている限り，なぜわれわれは，亡
命中に政治的な自殺を図ろうというのか？・・・忠実な幹部の肉体的な救助だけに限定したら，
それは，ナチの「支配民族」理論を逆に受け入れることを意味するだろう。数千人ばかりのわ
れわれの労働者が工場や炭鉱で働くことを許されるよう乞い願うことに，われわれの人生の残
りを費やすとしたら，それはなんという見通しだろう。・・・それが起こるとしたら，われわ
れは政治的にそれに関与しない」と [Brandes 2005: 347]。
　5 月 24 日，イギリス首相チャーチルは，下院での演説で「無条件降伏」までドイツと戦い続け，
ナチズムを根絶させること，大西洋憲章はドイツの将来について自分たちを縛るものではない
ことを再確認した [Odsun 2010: 457f.]。政府に対して批判的な世論にもかかわらず，首相の決
意は固かった。
小　括
　本稿は，大国の講和という方式がいよいよはっきりするとともに，ポーランドなど小国が窮
地に陥る 1943 年から 1944 年初めにかけての時期を扱い，そこでの社会主義者の戦後目標と住
民の大量移住をめぐる議論を検討した。
　ドイツと闘う諸国の亡命政府と社会主義者，ドイツやオーストリアからの亡命社会主義者が
集中していたのはイギリスだったが，社会主義者の国際的な連帯を「平和目標」という形で表
明したのは，中立国スウェーデンに集まる「民主的社会主義者グループ」であった。その中心
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になったのは，ノルウェー労働党の亡命社会主義者，とりわけドイツから亡命しこの党の活動
に加わっていたブラントだった。
　1942 年秋に各国の社会主義亡命者が加わって結成された「平和問題国際検討サークル」は
その成果を，翌年 5 月に「民主的社会主義者の平和目標」として発表した。それは，計画経済
に基づく「社会主義的民主主義」の実現，ドイツの民主化，国際機関による平和の確保，植民
地諸民族への援助，社会主義インターナショナルの再建，国際的な労働者の統一などを掲げて
いた。さらに，大西洋憲章に基づく民族自決を原則としながら，ヨーロッパの連邦制やマイノ
リティ保護を標榜しており，その限りではズデーテン・ドイツ社会民主党亡命組織スウェーデ
ン・グループの意見も取り入れられた。しかし，それらは抽象的な原則の表明にとどまってお
り，個人としてこの宣言の討論に加わった社会主義者の組織を縛るものではなかった。クライ
スキーら「オーストリア社会主義者クラブ」は，この宣言とは別に戦後のオーストリア再建を
打ち出し，ズデーテン社会主義者の「兄弟げんか」に苦言を呈した。
　一方，ロンドンでは，ゾパーデと「在英ドイツ社会主義組織連合」が戦後綱領の検討に取り
かかっていたが，戦後ドイツの取扱いに関する対立から，「ヴァンシタート主義」に傾く労働
党との関係も悪化した。1943年11月に発表された「ドイツ社会主義者の国際政策に関する宣言」
は，軍備の解体，経済や教育の改革などによって民主的なドイツを再建し，ドイツを新たな「ヨー
ロッパ諸民族の連邦」に編入して国際的な安全保障体制を築くことをめざしていた。この宣言
をもとに連合は国際的な社会主義者の討論集会を催したものの，議論はそれ以上には深まらず，
連合国側の社会主義者との距離は縮まらなかった。
　同じ頃，戦後の国境再建とマイノリティ住民の移住について三大国の了承を取りつけたチェ
コスロヴァキア亡命政府のベネシュ大統領は，戦後の「国民革命」による自力での戦争犯罪者
の処罰と追放に向けて，連合国による占領に先んじた「反ドイツ革命」を本国に鼓舞していた。
その目標はしかし，ナチスによる占領に直接関わった者だけでなく，ドイツ人の大半を追放し
て「チェコスロヴァキア国民国家」を再建することであった。
　戦後の中東欧における国境線の変更，およびそれに伴うドイツ系住民の移住についての議論
は，スターリンの対ポーランド国境要求を契機にイギリスでもアメリカでもすでに始まってい
た。ソ連の要求に沿って東部領を喪失する代わりに，ポーランドが西部で埋め合わせにドイツ
領を獲得することは，テヘラン会談でおおよそ承認された。だが， 1,000 万人以上に上るとさ
れるドイツ系住民の大量移住が現実味を帯びてくると，イギリス政府内でも懐疑的な意見が表
明されるようになる。大量移住に関与するだけでなく，彼らをドイツに受け入れるとなると，
占領に加わるイギリスにも大きな負担がかかることは目に見えていた。そこから自国の責任を
なんとか最小限に食い止めるための方策が検討されていく。
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　住民移住をめぐる議論は，1944 年に入るとイギリスの新聞紙上も賑わすようになり，それ
に批判的な記事も掲載されるようになった。だが，世論や労働党内で反対意見が表明されたか
らといって，戦争の勝利と大国の講和に向けたイギリス政府の立場は変わらず，労働党でも党
執行委員会の方針に従って住民移住を擁護する側が多数派であった。ズデーテン・ドイツ社会
民主党亡命組織のヤークシュは，イギリス政府に対してもチェコスロヴァキア亡命政府の移住
宣伝に対しても怒りを爆発させた。彼には，国際世論に訴え，戦後のズデーテン地域の革命に
一縷の望みをつなぐしか術がなかった。
註
1） スウェーデンの「労働者コミューン」は，地域における労働運動のネットワークを統括するために組織
されたものである [ 石原 1996：163]。
2） マイノリティの自治と国際的な保護，住民の追放・移住に対する反対は，ロンドンのズデーテン・ドイ
ツ社会民主党亡命組織と共通する要求であった。しかし，マイノリティの国際的な保護には「関係する
住民集団が自分たちの属する国家に対し完全な忠誠を守ることを前提にする」という表現には，ヤーク
シュに対する批判が内包されていた。
3） ちなみに，ヤークシュは，1943 年 11 月のズデーテン・ドイツ社会民主党亡命組織第 3 回全国大会で「チェ
コスロヴァキア国内の連邦化」ととともに「ヨーロッパ連邦の創設」を課題として挙げた [ 相馬 2012 ②：
290]。それが，この「目標」あるいは 1943 年 10 月のドイツ社会主義者の宣言から影響を受けた可能性
は十分ありうる。
4） この種の宣伝がどれだけ効果的だったかはわからないが，トロパウ（現スロヴァキア，オパヴァ）県知
事が内務大臣・親衛隊全国指導者ヒムラーにあてて送った 11 月 2 日の報告には，ドイツ人が行った政
策のためそれまで友好的だったチェコ人の間でも，ベネシュへの期待が高まっていると述べられている 
[Odsun 2010: 418-420]。
5） この見解に対して労働党内で異論を唱えたのは，左派に属するノエル - ベイカ （ーPhilip Noel-Baker）だっ
た。彼は，住民移住が「望ましい」ケースがあるかもしれないと前置きしつつ，自らが直接に関わった
経験に基づいて，戦間期の「ギリシアとトルコの住民交換を過大評価する危険」を指摘し，他の選択
肢が考慮されるべきだとして，マイノリティ保護条約の修正版を再導入する可能性を示唆した [Frank 
2008: 67f.]。
6）“Mass Expulsion of the Sudeten Germans? London, Januar 1944, ”in: Sudetendeutsches Archiv [SA] 
München, Wenzel Jaksch, Schriftlicher Nachlaß, F7; Vondrová, 1994: 267-271. Cf. Brandes 2005: 344f.
7）“Protokoll der Parteivorstandssitzung vom 18. und 19. März 1944,”in: Friedrich- Ebert-Stiftung/Archiv der 
sozialen Demokratie, Seliger-Archiv, NL Wenzel Jaksch, J 11, E 24; SA München, Wenzel Jaksch, Schriftlicher 
Nachlaß, E 24. Cf. Brandes 2005: 346f.
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Diaspora und Widerstand:
“Treugemeinschaft sudetendeutscher Sozialdemokratie”(12)
SOMA Yasuo
 
Einleitung
1. Die Nachkriegsprogramme der Sozialisten
    1.1. “Internationale Gruppe demokratischer Sozialisten＂ (Stockholm)
    1.2. “Union deutscher sozialistischer Organisationen in Großbritannien＂ (London)
2. Diskussionen über die Massenumsiedlung der Bevölkerung
    2.1.  Methode der Umsiedlung
    2.2.  Jakschs Ärger 
Zusammenfassung 
      Wenzel Jaksch (1896-1966) war ein sudetendeutscher Sozialdemokrat, der während des 
Zweiten Weltkriegs im Exil in London sowohl gegen den Nationalsozialismus als auch gegen den 
Vertreibungsplan der tschechoslowakischen Exilregierung energisch Widerstand leistete. Sein 
Lebenslauf spiegelt die welthistorischen großen Umwandlungen in Mitteleuropa in der ersten 
Hälfte des 20. Jahrhunderts wider. Trotzdem sind im Rahmen der Widerstandsforschung in 
Deutschland seine Tätigkeit und seine Beziehungen zu der Sopade und den anderen deutschen 
und österreichischen Widerstandsbewegungen bisher selten behandelt worden. Diese 
Abhandlung befasst sich deshalb mit der Diaspora und dem Widerstand der sudetendeutschen 
Sozialdemokratie um Wenzel Jaksch. Dabei wird auf zwei wichtige Forschungsansätze 
eingegangen: die Untersuchung von Mark Mazower über die ethnischen, religiösen und 
sprachlichen Minderheiten in Europa und die klassischen Studien von Arno J. Mayer über die 
Kriegsziel- und Friedenspolitik während und nach dem Ersten Weltkrieg. 
     Im letzten Heft (Nr. 85, Dez. 2012) wurden die sowjetischen Kriegsziele und die 
Besprechungen der drei Großmächte bis zur Teheran-Konferenz verfolgt, und die Politik Benešs 
gegenüber der Sowjetunion und die Gegenaktionen Jakschs untersucht. In diesem Heft werden 
erstens die Nachkriegsprogramme der Sozialisten in Stockholm und London geprüft, zweitens 
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die Diskussionen über die Massenumsiedlung der Bevölkerung, vor allem ihre Methode in der 
Benešs Konzept und in der britischen Regierung und der Öffentlichkeit, und Jakschs Ärger über 
die Umsiedlunggpläne der britischen und tschechoslowakischen Regierungen bis Anfang 1944 
untersucht.
